
アンチ・ダンピング調査のプロセス

• 企業内で情報収集を進めた（第３号コラムを参照）結果、調査申請が行われた場合、AD協定
や国内法令に基づき調査開始の要件が満たされている（第２号コラムを参照）と判断されれ
ば、調査が開始されます。

• 調査では、WTO協定に即して、質問状への回答、現地調査、仮決定と暫定措置、最終
決定と確定措置などのプロセスがありますが、各国ごとに進行やタイミングが若干異な
ります。日本の場合には、次ページの図のようなプロセスとなっています。
➡各国の調査に対応する際には、まず、各国の法令に基づき標準的な調査プロセスを把握すること
が重要です。

• 日本のプロセスを例にとれば、利害関係者は、①調査当局が送付する質問状
（questionnaire）に対する回答、②証言、意見の表明、③仮決定や重要事実に対する意
見提出等の機会を通じて、証拠・意見の提出を行うことができます。

• AD協定6.2条のとおり、利害関係者は自己の利益を擁護する十分な機会が与えられると
されています。この適性手続（Due Process）はアンチ・ダンピング調査において重
視されている要素の一つです。

 アンチ・ダンピング調査では、調査の各段階で利害関係者が自らの意見を述べる機会が
与えられています。





調査における透明性

 我が国では透明性向上を図り利害関係者が調査プロセスに関与しやすくなるよう改善を
図ってきました。

• 調査では、利害関係者が提出する証拠については、他の利害関係者に閲覧する機会が与
えられます。（ただし、協定に即して、調査の当事者が秘密の情報として提供したもの
は開示されません。）また、他の利害関係者は、閲覧する証拠から得られる情報に基づ
きそれぞれの主張について準備する機会が適時与えられるとされています。このように、
調査は一方向なものではなく、利害関係者が相互に関与できる制度となっています。

• 我が国においては、調査の透明性向上を図り、利害関係者が調査プロセスに関与しやす
くなるよう改善が進められてきました。

例） 仮決定の予告（10日前）、重要事実の開示予告（７日前程度）
➡公表時期を事前に把握することができることで、十分な余裕をもって意見提出の準備を行う
ことができます。

• 調査においては、透明性（Transparency）の確保も重要な要素です。




